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別紙１  社会福祉法人審査基準 

 

第１ 社会福祉法人の行う事業  （略） 

   

第２ 法人の資産  （略） 

  

第３ 法人の組織運営 

  １ 役員  （略） 

  ２ 理事  （略）   

  ３ 監事  （略）   

  ４ 評議員会  （略）   

  ５ 法人の組織運営に関する情報開示等 

（１） （略） 

 

  （２） 法第 44 条第４項の規定に基づき閲覧に供しなければならない収支計算書とは、

平成 23 年７月 27 日雇児発 0727 第１号、社援発 0727 第１号、老発 0727 号厚生労

働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知「社会福祉法

人会計基準の制定について」の別紙「社会福祉法人会計基準」（以下「新会計基

準」という。）第１章２に定める資金収支計算書及び事業活動計算書が、これに

該当するものであること。 

      また、経過的に平成 26 年度まで適用することが可能な、平成 12 年２月 17 日社

援第 310 号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局

長、児童家庭局長連名通知「社会福祉法人会計基準の制定について」の別紙「社

会福祉法人会計基準」（以下「旧会計基準」という。）を適用する法人にあって

は、旧会計基準第６条に定める資金収支計算書及び事業活動収支計算書（同通知

の４（１）②及び③の法人が旧会計基準によらずに会計処理を行う場合並びに同

④及び⑤により旧会計基準が適用されない施設について会計処理を行う場合は、

これに相当する書類）が、これに該当するものであること。さらに、資金収支計

算書に附属する資金収支内訳表及び事業活動収支計算書に附属する事業活動収支

内訳表についても、併せて開示することが望ましいこと。 

      なお、現況報告書及び同報告書に添付することとなっている貸借対照表及び収

支計算書については、インターネットを活用し、公表しなければならないこと。

また、その他の情報についても同様の方法で公表することが望ましい。 

 

  ６ その他  （略） 

 

別紙１  社会福祉法人審査基準 

 

第１ 社会福祉法人の行う事業  （略） 

  

第２ 法人の資産  （略） 

  

第３ 法人の組織運営 

  １ 役員  （略）  

  ２ 理事  （略）   

  ３ 監事  （略）   

  ４ 評議員会  （略）   

  ５ 法人の組織運営に関する情報開示等 

（１） （略） 

 

  （２） 法第 44 条第４項の規定に基づき閲覧に供しなければならない収支計算書とは、

平成 23 年７月 27 日雇児発 0727 第１号、社援発 0727 第１号、老発 0727 号厚生労

働省雇用均等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知「社会福祉法

人会計基準の制定について」の別紙「社会福祉法人会計基準」（以下「新会計基

準」という。）第１章２に定める資金収支計算書及び事業活動計算書が、これに

該当するものであること。 

      また、経過的に平成 26 年度まで適用することが可能な、平成 12 年２月 17 日社

援第 310 号厚生省大臣官房障害保健福祉部長、社会・援護局長、老人保健福祉局

長、児童家庭局長連名通知「社会福祉法人会計基準の制定について」の別紙「社

会福祉法人会計基準」（以下「旧会計基準」という。）を適用する法人にあって

は、旧会計基準第６条に定める資金収支計算書及び事業活動収支計算書（同通知

の４（１）②及び③の法人が旧会計基準によらずに会計処理を行う場合並びに同

④及び⑤により旧会計基準が適用されない施設について会計処理を行う場合は、

これに相当する書類）が、これに該当するものであること。さらに、資金収支計

算書に附属する資金収支内訳表及び事業活動収支計算書に附属する事業活動収支

内訳表についても、併せて開示することが望ましいこと。 

      なお、法人の業務及び財務等に関する情報については、法人の広報やインター

ネットを活用することなどにより自主的に公表することが適当であること。また、

法人の役員及び評議員の氏名、役職等の情報についても同様の方法で公表するこ

とが望ましい。 

  ６ その他  （略） 
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第４ 法人の認可申請等の手続  （略） 

 

第５ その他 

 （１）～（４）  （略） 

 （５） 法第 59 条の規定による現況報告書及び添付書類については、別記第３に定める様

式に従って、電子データにより、所定の期間内に提出するよう指導すること。なお、

厚生労働大臣又は地方厚生局長が所轄庁である法人に係る現況報告書及び添付書類

を提出するに当たっては、厚生労働大臣が所轄庁である法人については、雇用均等・

児童家庭局所管、社会・援護局所管、同局障害保健福祉部所管、老健局所管に区分

の上、各所管局あてに、各地方厚生局長が所轄庁である法人については同地方厚生

局あてに、法人から提出された現況報告書及び添付書類に係る電子データを提出す

るものとし、当該データについては、各都道府県主管部局において２年間保存する

よう配慮願いたいこと。 

     また、外部監査の結果報告書又は福祉サービス第三者評価サービス事業の受審結

果が電子データにより提出されたときは、当該報告書等についても同様に取り扱う

こととされたいこと。ただし、書面により提出されたときは、各所管部局あてに各

２通のうち、１通のみを提出するものとし、１通については、各都道府県主管部局

において２年間保存するよう配慮願いたいこと。 

 （６） 所管する社会福祉法人が第３の５（２）に定める方法により、貸借対照表及び収

支計算書をインターネットを活用して公表しない場合は、当該法人に対して公表を

行うよう指導すること。なお、ホームページが存在しないことにより公表が困難な

法人等が存在する場合については、所轄庁のホームページにおいて公表すること。 

 （７） （５）の現況報告書及び添付書類等の記載事項については、開示請求があった場

合は、厚生労働大臣又は地方厚生局長が所轄庁である法人を含め、各都道府県市の

情報公開条例に定める手続より、公開すること。 

 （８） 全国における社会福祉法人の設立等の状況を把握するため、毎年５月 20 日までに、

都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長が所管する法人（都道府県知事が

行う報告にあっては、管内に主たる事務所がある厚生労働大臣又は地方厚生局長が

所管する法人及び管内市長（指定都市及び中核市の長を除く。）が所管する法人を

含む。）について、総数及び次の区分による法人数（毎年３月 31 日現在）を社会・

援護局あて報告されたいこと。 

    ア 法人の数（イ、ウ及びエに掲げるものを除く。） 

       イ 法人である社会福祉協議会の数（都道府県社会福祉協議会及び市区町村社会福

祉協議会の内数を含む。） 

    ウ 社会福祉事業団の数 

   

第４ 法人の認可申請等の手続  （略） 

  

第５ その他 

 （１）～（４）  （略）        

 （５） 法第 59 条の規定による現況報告書については、所定の期間内に提出するよう指導

すること。なお、厚生労働大臣又は地方厚生局長が所轄庁である法人に係る現況報

告書を送付するに当たっては、厚生労働大臣が所轄庁である法人については、雇用

均等・児童家庭局所管、社会・援護局所管、同局障害保健福祉部所管、老健局所管

に区分の上、各所管局あてに、各地方厚生局長が所轄庁である法人については同地

方厚生局あてに、法人から提出された現況報告書及び添付書類各２通のうち１通の

みを送付するものとし、現況報告書及び添付書類１通については、各都道府県主管

部局において２年間保存するよう配慮願いたいこと。 

     また、外部監査の結果報告書又は福祉サービス第三者評価サービス事業の受審結

果が提出されたときは、当該報告書等についても同様に取り扱うこととされたいこ

と。 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 （６） 前号の現況報告書及び添付書類等の記載事項については、開示請求があった場合

は、厚生労働大臣又は地方厚生局長が所轄庁である法人を含め、各都道府県市の情

報公開条例に定める手続より、公開することが望ましいこと。 

 （７） 全国における社会福祉法人の設立等の状況を把握するため、毎年５月 20 日までに、

都道府県知事又は指定都市若しくは中核市の市長が所管する法人（都道府県知事が

行う報告にあっては、管内に主たる事務所がある厚生労働大臣又は地方厚生局長が

所管する法人及び管内市長（指定都市及び中核市の長を除く。）が所管する法人を

含む。）について、総数及び次の区分による法人数（毎年３月 31 日現在）を社会・

援護局あて報告されたいこと。 

    ア 法人の数（イ、ウ及びエに掲げるものを除く。） 

       イ 法人である社会福祉協議会の数（都道府県社会福祉協議会及び市区町村社会福

祉協議会の内数を含む。） 

    ウ 社会福祉事業団の数 
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    エ 共同募金会の数 

 （８） 法人に関する申請書等の様式は、当該申請者等に別段の支障がない限り、別記第

１の様式例によるよう指導すること。 

 （９） 所轄庁が厚生労働大臣又は地方厚生局長である法人の設立認可等に対する都道府

県知事の副申書は、別記第２の様式例により作成すること。 

 （10） 社会福祉法人が所轄庁に対して提出する現況報告書及び添付書類は、別記第３の

様式により作成すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    エ 共同募金会の数 

 （８） 法人に関する申請書等の様式は、当該申請者等に別段の支障がない限り、別記第

１の様式例によるよう指導すること。 

 （９） 所轄庁が厚生労働大臣又は地方厚生局長である法人の設立認可等に対する都道府

県知事の副申書は、別記第２の様式例により作成すること。 

 （新設） 
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別記第１  社会福祉法人関係申請様式例 

 

  様式第１～４  （略） 

 

  様式第５  （削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別記第１ 社会福祉法人関係申請様式例 

 

  様式第１～４  （略） 

 

  様式第５  社会福祉法人現況報告書 
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（２ 面）

施 設 名 氏 名 就任年月日 法令等に定める資格の年 齢
施 有無

設

長

開 催 年 月 日 出席者数 決 議 事 項

理
事
会

評
議
員
会

不 担 保 提 供 状 況
動 評

基本財産産 面積
についての 所 在 地 価 提供 借入 借入 償還
は所轄庁所 年月 額 先 期限

（千円） の承認の有 額 日
（千円） 有無状

況
基 本 財 産

平 土 運 用 財 産
成

地 公益事業財産
年
３ 収益事業財産
月
31 基 本 財 産
日
現 建 運 用 財 産
在

公益事業財産
物

収益事業財産
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（６面－２）
事業活動収支計算書（社会福祉事業）

（自）平成○年○月○日（至）平成○年○月○日
（単位：千円）

事 業 活 動 収 支 計 算 書

勘 定 科 目 決 算 額
本 部 ○○施設 ○○施設 ○○施設 ○○事業 ○○事業

事 収 介護保険収入
利用料収入

業 措置費収入
運営費収入

活 私的契約利用料収入
○○事業収入

動 経常経費補助金収入
寄附金収入

収 雑収入
借入金元金償還補助金収入

支 引当金戻入
国庫補助金等特別積立金取崩額

の
入 事業活動収入計（１）

部
支 人件費支出

事務費支出
事業費支出
減価償却費
徴収不能額
引当金繰入

決
出 事業活動支出計（２）

算 事業活動収支差額（３）＝（１）－（２）

事 収 借入金利息補助金収入
の 受取利息配当金収入

業 会計単位間繰入金収入
経理区分間繰入金収入

状 活 投資有価証券売却益（売却収入）
有価証券売却益（売却収入）

動
況 入 事業活動外収入計（４）

外
支 借入金利息支出

収 経理区分間繰入金支出
投資有価証券売却損（売却原価）

支 有価証券売却損（売却原価）
資産評価損

の
出 事業活動外支出計（５）

部
事業活動外収支差額（６）＝（４）－（５）

経常収支差額（７）＝（３）＋（６）

収 施設整備等補助金収入
特 施設整備等寄附金収入

固定資産売却益（売却収入）
別 国庫補助金等特別積立金取崩額

収 入 特別収入計（８）

支 支 基本金組入額
固定資産売却損・処分損（売却原価）

の 国庫補助金等特別積立金積立額

部
出 特別支出計（９）

特別収支差額（１０）＝（８）－（９）

当期活動収支差額（１１）＝（７）＋（１０）

前期繰越活動収支差額（１２）

繰 当期末繰越活動収支差額（１３）＝（１１）＋
（ ）越 １２

活
動 基本金取崩額（１４）
収 基本金組入額（１５）
支 その他の積立金取崩額（１６）
差 その他の積立金積立額（１７）
額
の
部 次期繰越活動収支差額（１８）＝（１３）＋

（１４）－（１５）＋（１６）－（１７）
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  様式第６～７  （略） 

 

 別記２ 社会福祉法人設立認可申請書等副申書様式例  （略） 

 

 

 

 

  様式第６～７  （略） 

 

 別記２ 社会福祉法人設立認可申請書等副申書様式例  （略） 
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 別記３ 社会福祉法人現況報告書様式 

     （注）添付書類である貸借対照表及び収支計算書については、適用する会計基準

に従って作成すること。 

 

 

 

 

 別記３  （新設） 
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別紙２ 社会福祉法人定款準則   

 

（決算）                                                             

第一八条 この法人の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書は、毎会計年度終

了後二月以内に理事長において作成し、監事の監査を経てから、理事会の認定を得なけれ

ばならない。                         

２ 前項の認定を受けた書類及びこれに関する監事の意見を記載した書面については、各事

務所に備えて置くとともに、この法人が提供する福祉サービスの利用を希望する者その他

の利害関係人から請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に

供しなければならない。 

３ 会計の決算上繰越金を生じたときは、次会計年度に繰り越すものとする。ただし、必要

な場合には、その全部又は一部を基本財産に編入することができる。               

 （備考）                                                           

   現況報告書及び同報告書に添付することとなっている貸借対照表及び収支計算書につ

いては、インターネットを活用し、公表しなければならないこと。また、その他の情報

についても同様の方法で公表することが望ましい。 

別紙２ 社会福祉法人定款準則                                          

  

（決算）                                                             

第一八条 この法人の事業報告書、財産目録、貸借対照表及び収支計算書は、毎会計年度終

了後二月以内に理事長において作成し、監事の監査を経てから、理事会の認定を得なけれ

ばならない。                         

２ 前項の認定を受けた書類及びこれに関する監事の意見を記載した書面については、各事

務所に備えて置くとともに、この法人が提供する福祉サービスの利用を希望する者その他

の利害関係人から請求があった場合には、正当な理由がある場合を除いて、これを閲覧に

供しなければならない。 

３ 会計の決算上繰越金を生じたときは、次会計年度に繰り越すものとする。ただし、必要

な場合には、その全部又は一部を基本財産に編入することができる。               

 （備考）                                                           

   法人の業務及び財務等に関する情報については、一般に対しても、会報への掲載のほ

か、新聞等への広告、法人事務所における閲覧、インターネット上での公開等の方法に

より自主的に公表することが適当であること。また、法人の役員及び評議員の氏名、役

職等の情報についても同様の方法で公表することが望ましい。 

 

 


